◎地方で足並み合わせる＝公務員給与削減で―細江岐阜市長

　岐阜市の細江茂光市長は８日の定例会見で、７月からの地方公務員給与削減を前提にした地方交付税改正案が国会を通過したことに関し、「６月議会をめどに、他の市町村や地方６団体と足並みを合わせて結論を出すべきだと考えている」との考えを示した。

　２０１４年２月の任期満了に伴う市長選への自身の出馬については「適切なタイミングがあると思うが、今はまだコメントする状況にない」と述べた。（了）（20130408）
◎都などに理解求める＝給与削減要請で―総務相

　新藤義孝総務相は９日の閣議後記者会見で、政府の地方公務員給与の削減要請を受けた自治体の取り組み状況調査で、約９割の自治体が「検討中」と回答した一方、東京都などが「その他」と回答したことに関し、「よく事情を聞いた上で、引き続き理解を得られるよう努めたい」と述べ、理解を求める考えを示した。

　約９割が対応方針を検討していることについては、「国の要請をしっかり受け止めて検討いただいていると考えている」と語った。（了）（20130409）

◎改正交付税法に不快感＝公務員給与削減で―仁坂和歌山知事

　和歌山県の仁坂吉伸知事は９日の記者会見で、地方公務員給与削減を前提とした改正地方交付税法が成立したことについて、「やり過ぎだと思う」と不快感を示した。

　知事は「東日本大震災の復興財源に協力するという趣旨には反対しないが、財源をひねり出すために給料を無理やり下げろというのは言い過ぎだ」と反発。また、「かなりのデフレ要因にもなる」と指摘した。（了）（20130409）
◎７．８％削減はしない＝公務員給与で―原徳島市長

　徳島市の原秀樹市長は９日の記者会見で、国からの地方公務員給与の削減要請について「対応は検討中」とした上で、「既に（給与削減を）やってきているし、（国が要請している削減幅の）７．８％を言われた通りにばっさり下げるということはない」との考えを示した。

　原市長はまた、「もし全県で７．８％カットということになると、地域経済に対する影響力はかなり大きなものがあると危惧する」と述べ、削減幅に疑問を呈した。（了）（20130409）
